
学校支援地域本部 児童生徒が社会の中で自分の役割を果たしながら自分らしい生き方を実現していくことができるように、一
施策目的・

(2)目的 を中心に、自然や歴史、文化、人材などの地域資源を学習や部活動に活用していきます。また、学校評議員 事業目的 人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度の育成を学校が計画的・組織的に指導で
展開方向

制度による開かれた学校づくりに取り組み、学校と地域の交流の拡大を図ります。 きるように支援する。
市内全小中学校が９ヶ年の系統的な指導課程を作成・改善し、全教育課程においてキャリア教育を実施でき 「Abi-キャリア」（小中一貫教育カリキュラム）で作成した「学びの系統表」を基にして、市内全小中学校
るように支援する。また、地域の人材や事業所等の協力を得て充実した学習ができるようにする。元サッカ のキャリア教育全体計画の見直しと改良を促す。キャリア教育担当者会議で「Abi-キャリア」の周知を図る
ー日本代表、Ｊリーグ選手をはじめ様々なアスリートを、特別授業の講師として迎え、「夢の教室」を実施 当該年度 。また、地域の人材や事業所等の協力を得て充実した学習ができるように、事業所一覧を作成したり、職場
する。 執行計画 体験学習等を進める手順を各校の担当者に説明したりする。元サッカー日本代表やＪリーグ選手をはじめ様

(3)事業内容 内　　容 々なアスリートを特別授業の講師として迎え、「夢の教室」を小学校２校と中学校１校で実施する。

「Abi-キャリア」を自校の教育課程に位置づけた学校数 想定値 10当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値 19

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内全小中学校が、９ヶ年の全教育課程における系統的な指導課程を作成･改善する。 直接 「Abi-キャリア」を自校の教育課程（年間指導計画)に明示した学校 校 6 10
数

令和 3年度 市内全小中学校が、９ヶ年の全教育課程における系統的な指導課程を作成･改善する。 直接 「Abi-キャリア」を自校の教育課程（年間指導計画)に明示した学校 校 12
数

令和 4年度 市内全小中学校が、９ヶ年の全教育課程における系統的な指導課程を作成･改善する。 直接 「Abi-キャリア」を自校の教育課程（年間指導計画)に明示した学校 校 14
数

キャリア教育担当者が職場体験や講話会実施学年の担当者であるため，毎年担当が替わること。新しい担当者も理解できるよう
(7)事業実施上の課題と対応 に、毎年それまでの経緯も含めて説明を重ねていく。「Abi-キャリア」の改訂が行われることから，随時変更点を全校に知らせ 代替案検討 ○有 ●無

る必要がある。掲示板等を使い，迅速に情報共有を図る。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

保険料 131 保険料 128 71 保険料 128 保険料 128
就職生徒壮行会消耗品 7 就職生徒壮行会消耗品 7 0 就職生徒壮行会消耗品 7 就職生徒壮行会消耗品 7
JFAこころのプロジェクト「夢の教室 1,000 JFAこころのプロジェクト「夢の教室 368 368 JFAこころのプロジェクト「夢の教室 1,000 JFAこころのプロジェクト「夢の教室 1,000
実施委託料 実施委託料 実施委託料 実施委託料

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,138 合　　計 503 439 合　　計 1,135 合　　計 1,135
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,138 503 439 1,135 1,135

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.27 0.12 0.12 0.12 0.12
正職員人件費 2,376 1,044 1,044 1,044 1,044

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,514 1,547 1,483 2,179 2,179
(11)単位費用

351.4千円／校 154.7千円／校 78.05
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子高齢化による生産年齢人口の減少，技術革新の急速な発展に伴うSociety5.0の到来，グローバル化の進展等による産 ●①事前確認での想定どおり
業・経済の構造的変化が加速度を増し，複雑で予測困難な社会になるといわれている。こうした社会変化は，どのような ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 職業や人生を選択するかに関わらず全ての子ども達の生き方に影響する。新学習指導要領では，「児童生徒が学ぶことと ○要
   背景は？(事業の必要性) 自己の将来とのつながりを見通しながら，社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる資質・能力を身に付けていくこ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

とができるよう，特別活動を要としつつ各教科等の特質に応じて，キャリア教育の充実を図ること。」と規定し，４つの 「我孫子市キャリア・パスポート」を市内全校が活用したことで、共同体としての学校という場で児童生徒自身がどう生
基礎的・汎用的能力を示した。 きるかということを考える、という広い意味でのキャリア教育の実践がなされた。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 「我孫子市キャリア・パスポート」の完全実施は、市の主導

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 により行われた。「我孫子市キャリア・パスポート」にAbi-
□その他 　促進された キャリアを組み込んだことで、我孫子市の特色を出すととも

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した に、Abi-キャリアの完全実施ともなった。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ●要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、職場体験活動ができなかった。今後、オンラインでのインタビュー型
実現が図られる の職場体験や講話等、実施方法を複数用意する必要がある。新しい実施方法（設備や民間事業者との連携等）の検討は市

□その他 が主導して行う必要がある。

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内の事業所が職場体験の場を提供したり，講話会の講師を 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、職場体験 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 引き受けたりして，市民が参画している。 学習は実施されなかった。しかし、職業人講話会の講師とし ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り て市民が参加し、講演を行った。 ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ●要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、職場体験学習が中

止となり、職業人講話会が縮小された。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 担当者会議を減らし移動にかかるエネルギーの削減を図る。 担当者会議はオンライン実施として、移動にかかるエネルギ ●①想定どおり
□②生き物と共存している 情報共有には，デジコンキャビネット（掲示板）を活用し， ーの削減を図った。情報の共有には、電子データを活用し、 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 紙資源の使用を減らす。 紙資源の使用を減らした。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(校) 目標値(b)(校) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(校) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
6 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

「我孫子市キャリア・パスポート」にAbi-キャリアの内容を組み込み、全学校で
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 19 190

の実施とした。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,547 1,967 1,483 95.86
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

55.98

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 職場体験学習が中止となったことで、保険料が減額とな

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 った。「夢の教室」がオンライン実施または中止となっ

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.65 たため、減額となった。

校 10万円 1.28 196.92

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
職場体験学習や職業人講話会は中止、縮小となったが、「我孫子市キャリア・パスポート」の完全実施により、学校生活の中で児童生徒が自己
の生き方や生かし方を考える時間は多く取ることができた。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1044 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域に密着した学習の場の提供 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 キャリア教育の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,179 千円 (うち人件費 1,044 千円）⑦事業費
総事業費 2,536 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,547 千円 (うち人件費 1,044 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

学校教育を地域全体で支えるため、ＰＴＡと協働し、市内の全小中学校に設置されている



して、体験的に英語を学習できる授業を展開し、英語学習に対する興味関心を高め、活用でき
施策目的・

(2)目的 向上を図れる環境をつくります。また、学校での授業などを通して、子どもたちの国際化対応能力の向上を 事業目的 る英語力を身につける。
展開方向

図ります。
英語や外国の文化に興味関心を持ち、積極的に英語を活用しようとする児童生徒を育成するために、ＡＬＴ 市内全小中学校にＡＬＴを派遣し、小学校１・２年生が年３時間、小学校３～６年生及び全中学生が週１時
（外国語指導助手）を市内全小中学校に派遣し、学級担任や英語科教員、英語専科教員と協力して外国語及 間、ＡＬＴと学級担任や英語科教員、英語専科教員による協同授業（ティームティーチング）を受けられる
び外国語活動の授業を展開する。また、質の高い授業を行うために、英語が母国語もしくは母国語同等レベ 当該年度 ように計画する。小学校と中学校の外国語学習の小中連携を円滑に推進するために、学校間で派遣時数に差
ルであり、日本での英語の指導経験があるＡＬＴを採用し、活用している。 執行計画 が出ないようにする。市の外国語・外国語活動小中一貫カリキュラムに基づいて、小学校１年生から外国語

(3)事業内容 内　　容 活動の学習を実施する。新学習指導要領の完全実施で、３・４年生の必修化、５・６年生の教科化に伴い、
より一層充実した授業計画を行う。　
ＡＬＴの年間のべ勤務日数 想定値 2,592当該年度

単位 日
活動結果指標 実績値 2,592

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 英語や外国の文化に興味関心を持ち、積極的に英語を活用しようとする児童生徒を育成する。 直接 ＡＬＴの年間のべ勤務日数 日 2,592 2,808

令和 3年度 英語や外国の文化に興味関心を持ち、積極的に英語を活用しようとする児童生徒を育成する。 直接 ＡＬＴの年間のべ勤務日数 日 2,808

令和 4年度 英語や外国の文化に興味関心を持ち、積極的に英語を活用しようとする児童生徒を育成する。 直接 ＡＬＴの年間のべ勤務日数 日 2,808

学習指導要領の完全実施に伴い、小学校の３・４年生の必修化、５・６年生の教科化で、担任等との打合せ、評価、新たな教材
(7)事業実施上の課題と対応 作成と多くの準備を必要とするが、十分な時間が確保できず、休息時間もほとんどない状況である。このままでは、現在の授業 代替案検討 ○有 ●無

の質を保つことが確実に難しい。従って、さらなる増員が必要である。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

３号嘱託（ＡＬＴ）報酬①～⑫ 49,715 パート会計年度（ＡＬＴ）報酬 12人 50,259 50,167 パート会計年度（ＡＬＴ）報酬 12人 50,743 パート会計年度（ＡＬＴ）報酬 12人 51,227
　　　　　共済費（保険)①～⑫ 8,384 ＡＬＴ　社会保険料 7,651 7,630 ＡＬＴ　社会保険料 7,700 ＡＬＴ　社会保険料 7,750
　　　　　費用弁償①～⑫ 1,785 ＡＬＴ　費用弁償 1,842 1,543 ＡＬＴ　費用弁償 1,900 ＡＬＴ　費用弁償 1,900
　　　　　消耗品等①～⑫ 36 旅費 7 0 旅費 7 旅費 7
日本語指導謝金 615 消耗品費 36 0 消耗品費 36 消耗品費 36
旅費 7

＊ 会計年度任用職員（ＡＬＴ）報酬 ⑬ 3,780
実施内容 ＊ ＡＬＴ　社会保険料 586

＊ ＡＬＴ　費用弁償 228
(8)施行事項

費　　用 ＊ 消耗品費 3

　　
　　
　

予算(決算)額 合　　計 60,542 合　　計 59,795 59,340 合　　計 60,386 合　　計 65,517
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 60,542 59,795 59,340 60,386 65,517

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.32 0.22 0.22 0.32 0.32
正職員人件費 2,816 1,914 1,914 2,784 2,784

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 60,096 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 63,358 61,709 61,254 63,170 68,301
(11)単位費用

24.44千円／日 23.81千円／日 23.63
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

時代の変化にともない国際化が進展していく中で、学校における国際理解教育の重要性はますます高まっている。小学校 ●①事前確認での想定どおり
と中学校の外国語教育との円滑な接続の在り方を吟味し、充実した学習環境を整備するとともに、指導に当たるＡＬＴの ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 質を常に高める必要がある。 ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

小学校の教科化や学習指導要領が新しくなったことに伴い、ALTの積極的な活用がうたわれている。そのために、ALTの指
導力向上のための研修などをより充実させ、教材の作成や指導方法等の見直しを定期的に行った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の学校教育の指針に基づいて指導していくためには、ALT

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を直接雇用し、服務の管理や研修の実施を効果的に行うこと
□その他 　促進された が最善である。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民や保護者の協力を得て、絵本の読み聞かせを英語で行っている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境問題などを扱った教材で環境破壊やエコプロジェクトに ALTへの連絡は、メールを中心としたり、教材は電子データ ●①想定どおり
□②生き物と共存している 関心を持たせている。 で作成、配付するなど、紙の削減に努めている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(日) 目標値(b)(日) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(日) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2,592 2,808 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

勤務日数など、服務関係の管理について指導したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2,592 92.31
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 61,709 1,649 61,254 99.26
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.6

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.55

日 10万円 4.23 92.97

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
新学習指導要領の実施で小学校外国語教育の授業時数が増加した。また、文科省はALTを積極的に活用した協同授業を推奨している。そのため
の打合せや教材準備の時間を確保しつつ、質の高い授業を行うためには、現在の人数では足りないのが現状である。ALTの増員により、外国語
教育を円滑に推進する必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1045 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 確かな学力の育成 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 国際理解教育の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 3年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 61,709 千円 (うち人件費 1,914 千円）⑦事業費
総事業費 58,807 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 43102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の国際理解の促進や国際感覚を備えた市職員の育成のため、講座や教室などにより、国際化対応能力の 児童生徒に対



、市内の全小中学校に設置されている学校支援地域本部 地域の方、保護者、大学生、高校生等をボランティアとして活用し、学習・部活・行事等を支援し、子ども
施策目的・

(2)目的 を中心に、自然や歴史、文化、人材などの地域資源を学習や部活動に活用していきます。また、学校評議員 事業目的 達にとって効果的な、きめ細やかな学習、活動を展開し、学力の向上に取り組むと共に、小中一貫教育の目
展開方向

制度による開かれた学校づくりに取り組み、学校と地域の交流の拡大を図ります。 指す児童像の実現に向け、更に環境整備、登下校の見守り等、子ども達が安全、安心して学べる教育環境を
①各校原則１名配置している地域コーディネーターを統括し、コーディネート力の育成、学校と支援ボラン これまでの成果と課題、進捗状況を踏まえ、各学校の実情やニーズに応じたボランティアの積極的な活用を
ティアとの連絡・調整を円滑に行うように指導する。また、中学校区内の連携やボランティア活動が定着、 図り、学習支援や環境整備、安全確保等、多様な支援の持続と充実を推進する。特に学校から教育効果が望
拡大するよう研修会を設定する。 当該年度 まれニーズが高い有償となる学習支援は増強の方向で計画的に配置していく。
②学習支援（授業補助、個別支援、放課後補習等）、部活動支援は主に教員ＯＢや大学生を活用している。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 その中で、計画的・継続的に学習支援ができる方を「教育活動推進員」とし、質を確保するため有償にする
。同じように、中学校区を単位に「ＩＣＴ教育支援員」「理数教育支援員」を配置する。
③環境整備、登下校の見守り等、教育環境の整備は、地域の方、保護者等に募集を呼びかける。 学校への支援ボランティアに参加したのべ人数 想定値 42,000当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 29,332

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 中学校区を中心に市内全小中学校で実情に合わせて本事業を展開し、環境整備や登下校の見守り等は組織的に取り組む。学習支 直接 学校への支援ボランティアに参加したのべ人数 人 0 45,000
援については計画的・継続的に取り組み、子ども達の学力向上を図る。

令和 3年度 各学校支援地域本部を小中一貫教育全市展開に伴い、中学校区単位での活動を推進し、学校と地域の連携・協働をより強化し、 直接 学校への支援ボランティアに参加したのべ人数 人 45,000
「地域とともにある学校」づくりを目指す。

令和 4年度 小中一貫教育と学校支援地域活動が一体となって「地域とともにある学校」を構築し、学校・家庭・地域の連携・協働で学校・ 直接 学校への支援ボランティアに参加したのべ人数 人 45,000
地域の教育力の向上に努める。
学校支援地域本部事業本来の目的である「学校教育の支援」の推進を第一に考え、特に学力向上の取組として、学校からの要望

(7)事業実施上の課題と対応 の高い学習支援について、「教育活動推進員」を各校１人の配置、「ＩＣＴ教育支援員」の各中学校の１名配置、高校生、大学 代替案検討 ○有 ●無
生等ボランティアの計画的な活動を図ることを目指す。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

３号嘱託職員報酬（統括1人） 2,499 報償費（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ･教育活動推進員） 3,492 3,459 報償費（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ･教育活動推進員） 3,492 報償費（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ･教育活動推進員） 3,492
共済費 409 消耗品 440 336 消耗品 610 消耗品 610
費用弁償 114 通信運搬費 46 16 通信運搬費 80 通信運搬費 80
報償費（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ･教育活動推進員） 2,814 パートタイム会計年度職員（統括コーデ 2,585 2,559 パートタイム会計年度職員（統括コーデ 2,585 パートタイム会計年度職員（統括コーデ 2,585
消耗品 610 パートタイム会計年度職員（理数教育支 1,774 1,361 パートタイム会計年度職員（理数教育支 1,774 パートタイム会計年度職員（理数教育支 1,774
通信運搬費 78 パートタイム会計年度職員（ICT教育支 5,011 4,952 パートタイム会計年度職員（ICT教育支 5,344 パートタイム会計年度職員（ICT教育支 5,344
臨時職員賃金(理数教育支援員）2人 1,956

実施内容 共済費(理数教育支援員） 23
臨時職員賃金(ICT教育支援員）6人 5,400

(8)施行事項
費　　用 共済費(ICT教育支援員） 65

運営委員報償費 6

予算(決算)額 合　　計 13,974 合　　計 13,348 12,683 合　　計 13,885 合　　計 13,885
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 66 ％ 9,316 補助率 46.5 ％ 9,164 5,868 補助率 66 ％ 9,164 補助率 66 ％ 9,164
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,658 4,184 6,815 4,721 4,721

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.15 0.15 0.05 0.05
正職員人件費 704 1,305 1,305 435 435

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 3,022 0 0 0 0
臨時職員賃金額 7,444 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,678 14,653 13,988 14,320 14,320
(11)単位費用

0.35千円／人 0.35千円／人 0.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

社会構造の変化や児童生徒の多様化、学力向上を望む声、経済的格差の拡大、情報技術の急速な進歩への対応等、小中学 ○①事前確認での想定どおり
校の教育をめぐる課題は年を追う毎に多様化・肥大化している。加えて地域とのつながりの希薄化による地域の教育力低 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 下、家庭教育力の低下等、教育課題は増加の一途をたどっている。そうした中で「地域とともにある学校」づくりを進め ○要
   背景は？(事業の必要性) 、学校を核として地域を活性化すると共に地域の教育力を学校に呼び込むことの重要性が叫ばれている。事業開始当時の ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

教育環境整備や登下校の安全確保等に加えて、学力向上の観点からの学習支援や部活動補助等でも、本事業への必要性が コロナ禍の状況により教育活動の縮小、中止となった面がある。
高まっている。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった コロナ禍の中でも学校を支援する活動は消えることなく、今

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 まで培ってきた体制の中で今できるベストの活動が行われた
□その他 　促進された 。今後の継続が必要である。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる 学校支援地域本部は国、県の「地域と学校の連携・協働の推 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した 進」事業で市行政の複数の部が関連する点、事業の高度化( □⑦その他
サービスが保証される 学校教育の運営方法等)や連携協働の広がり等を鑑み、推進 ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の に当たっては、市が主導で進めることにより実効性・が得ら 今後学校運営協議会制度の導入に合わせ活動内容の検証を行う必要がある。
実現が図られる れる。

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 学校支援地域本部事業は、地域、ＰＴＡ、大学、高校などの コロナの終息と共に教育活動が復旧すれば、学校支援に関す ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ボランティアにより学校支援を推進するもので有り、地域の るボランティアも回復すると思われる ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 自主的な活動と連携している。より一層の事業の推進のため 。 ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している にＰＴＡは勿論、自治会、まちづくり協議会、高校、大学な ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 どにボランティアを呼びかけている。特に学習支援の観点か ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 ら、教員志望の高校生や大学生を対象に、高大と連携を密に コロナ禍の状況で密になる活動や制限がある活動となったが

年度当初に各小中学校のボランティア要望一覧を出している 、根本的に学校教育の中止が原因と考える。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている ボランティアの依頼の中には手賀沼に関する学習支援や教育 緑のカーテンや環境整備のボランティア活動はコロナに関係 ○①想定どおり
□②生き物と共存している 環境の整備に当たっては、緑のカーテンの取組も含め自然環 なく実践された。 ●②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している 境の保全を意識した取組を推進している。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 手賀沼学習などの教育活動は中止になりボランティア活動は ●不要

実施できなかった。
＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 45,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

コロナ禍のため教育活動の縮小中止となったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 29,332 65.18
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,653 25 13,988 95.46
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 国を挙げての構想であり、ＩＣＴのハードを有効 ●不要

ＧＩＧＡスクール構想によるＩＣＴ支援員の活動が増加した。 に活用するための支援員が必要となったため。

0.17

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②

様

目標値と同程度 今後、

式

コロナの状況やＧＩＧ

第

Ａスクールによる一時

３

的な
単位 費用単位 ●①

号

単年度の指標：目標値

事

×費用単位／事業費 対

務

目標値(％) ○要
  

事

 投じる事業費は適正

業

か？ 実績値(h) ●③

評

目標値以下 もので、数

価

年後に体制が定着する

表

ことにより安定する。

（

○②複数年度の指標：

令

(目標値－現況値)×

和

費用単位／事業費 (h

 

/e)×100 ●不要

2

   (目標対費用)

年

307.1
人 10万円

度

209.69 68.2

）

8

３．事後評価

●現状

事

どおり推進 ○拡充 ○縮

業

小 ○結合 ○休止 ○廃止

コ

○事業手法見直し ○そ

ー

の他(事業完了など)

ド

評
　
価

評価コメント 改

1

善策及び展開方向
コロ

0

ナ禍の状況により教育

4

活動の復旧により事業

9

が改善すると思われる

課

。継続することにより

コ

、学校と地域の連携協

ー

働による「学校と保護

ド

者と
地域で子ども達の

1

教育・育成」は定着し

5

てくる。

03 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域全体で学校教育を支えるしくみづくり 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 学校支援事業の充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,986 千円 (うち人件費 1,305 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 14,653 千円 (うち人件費 1,305 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52201 重点なし ●有 ○無 (計画名) 我孫子市社教育推進計画生涯学

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

学校教育を地域全体で支えるため、ＰＴＡと協働し



的・基本 児童生徒の豊かな体験活動の機会を確保し「生きる力」の育成を推進する。また，児童生徒の学力について
施策目的・

(2)目的 的な知識や思考力、判断力、表現力の習得を支援するとともに、主体的に学習に取り組む姿勢を育みます。 事業目的 客観的に把握・分析し，授業改善に生かすことで児童生徒の学力向上を図る。
展開方向

教育ニーズに合わせた豊かな体験活動を推進するために「けやき号」活用をサポートする。 年度当初に学校規模に応じ「けやき号」活用台数等調整，運用し，豊かな体験活動を実施出来るようにする
我孫子の児童生徒の学習の定着度や思考力・表現力・判断力を客観的に把握・分析し，授業改善と個に応じ 。
た指導に活かすために，標準学力調査を実施する。 当該年度 小学校，中学校の全学年で，標準学力調査を実施する。さらに調査結果の活用法研修会を実施し，学力調査

執行計画 の分析結果を授業改善に活かす。
(3)事業内容 内　　容

標準学力調査結果の活用法研修会を実施した学校数 想定値 19当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値 19

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 標準学力調査を通して児童生徒の学力を分析し、学力向上の教育的効果を上げる。 直接 標準学力調査結果の活用法研修会を授業改善に活かせたか（アンケー ％ 92 90
ト回答）

令和 3年度 学力検査を通して児童生徒の学力を分析し、学力向上の教育的効果を上げる。 直接 標準学力調査結果の活用法研修会を授業改善に活かせたか（アンケー ％ 90
ト回答）

令和 4年度 学力検査を通して児童生徒の学力を分析し、学力向上の教育的効果を上げる。 直接 標準学力調査結果の活用法研修会を授業改善に活かせたか（アンケー ％ 90
ト回答）

なし
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

市借り上げバス 26,078 市借り上げバス 16,491 14,619 市借り上げバス 28,518 市借り上げバス 28,518
指導記録簿 517 指導記録簿 517 493 指導記録簿 517 指導記録簿 517
学力検査委託料 7,433 学力検査委託料 7,312 7,216 学力検査委託料 7,706 学力検査委託料 7,706

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 34,028 合　　計 24,320 22,328 合　　計 36,741 合　　計 36,741
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 34,028 24,320 22,328 36,741 36,741

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.98 0.98 0.61 0.61
正職員人件費 5,720 8,526 8,526 5,307 5,307

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 39,748 32,846 30,854 42,048 42,048
(11)単位費用

2,092千円／校 1,728.74千円／校 1,623.89
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

標準学力調査の実施により，児童生徒の学力の状況を客観的に把握・分析し，経年変化をとらえて分析することで，授業 ●①事前確認での想定どおり
改善に活かすことができる。児童生徒の学力向上のために，我孫子市として継続的に標準学力調査を実施することが必要 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

標準学力調査の結果を分析し，児童生徒の実態を把握することが授業改善に生かされ，児童生徒の学力向上につながって
いるから。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内の全小中学校が，市が主導で標準学力調査を実施したこ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 とで，児童生徒の実態を把握し，授業改善につなげられた。
□その他 　促進された また，各学校の授業改善の取組を共有することも有効であっ

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した た。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内の小中学生を対象とした学力調査である。 学力調査の対象が市内在住の小中学生である。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 各学校の検査用紙の配達・回収を業者に一括して依頼するこ 各学校の検査用紙の配達・回収を業者に一括して依頼するこ ●①想定どおり
□②生き物と共存している とで，無駄な輸送を減らしている。 とで，無駄な輸送を避けることができた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
92 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市内全小中学校で学力調査，分析を実施し，授業改善の取組を行ったから。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 92 102.22
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 32,846 6,902 30,854 93.94
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

17.36

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.74

％ 100万円 2.98 108.76

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も標準学力調査を全校で実施し，児童生徒の実態を把握することで，指導と評価の一体化を図る。実態を授業改善に生かし，児童生徒の学
力向上に努めていきたい。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1050 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 確かな学力の育成 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 学力向上推進事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成17年度 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.98 人）
(1)事業概要

(当　初) 45,267 千円 (うち人件費 8,526 千円）⑦事業費
総事業費 27,554 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 32,846 千円 (うち人件費 8,526 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの確かな学力を育成するため、少人数指導などの個に応じたきめ細かな指導を実施し、基礎



や社会性を育む規範意識の醸成など、人間形成 日頃の体育活動や音楽学習の成果を発表する。他校の活動を鑑賞し合い、互いに学び合う場とする。
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
小中学校体育活動推進のため、補助・助成を行う。 市小中学校体育連盟や葛南体育連盟等の補助・助成を行う。また市内小中学校の音楽発表会を実施する。
我孫子市内の小中学校の音楽活動を支援し、発表会等を行う。また、地域からの要請に対応した、活動を積
極的に行う。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

体育活動や音楽活動を通じて音楽的、体力的な活動の開催回数 想定値 7当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 体育活動や発表会に係る必要経費のうち補助・助成した率 間接 市内の体育活動や小中体育連盟等の活動費助成割合 ％ 100 100

令和 3年度 体育活動や発表会に係る必要経費のうち補助・助成した率 間接 市内の体育活動や小中体育連盟等の活動費助成割合 ％ 100

令和 4年度 体育活動や発表会に係る必要経費のうち補助・助成した率 間接 市内の体育活動や小中体育連盟等の活動費助成割合 ％ 100

例年の計画に沿って着実に事業を実施することで、目的を達成する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

臨時保健師賃金 20 会計年度職員　看護師1人　経験無し 0 0 会計年度職員　看護師1人　経験無し 20 会計年度職員　看護師1人　経験無し 20
講師謝金 530 講師謝金 330 36 講師謝金 530 講師謝金 530
旅費 14 旅費 8 0 旅費 8 旅費 8
需要費 410 需要費（消耗品・印刷・修繕料） 414 65 需要費（消耗品・印刷・修繕料） 414 需要費（消耗品・印刷・修繕料） 414
楽器運搬費手数料 63 役務費（通信運搬費・手数料） 74 0 役務費（通信運搬費・手数料） 74 役務費（通信運搬費・手数料） 74
施設使用料 605 科学作品展駐車場整理員委託料 75 0 科学作品展駐車場整理員委託料 75 科学作品展駐車場整理員委託料 75
原材料 15 施設使用料 0 0 施設使用料 605 施設使用料 605

実施内容 市・葛南小中体育連盟等助成金 5,407 原材料 15 0 原材料 15 原材料 15
科学作品展駐車場整理員委託料 72 市・葛南小中体育連盟等助成金 3,310 2,855 市・葛南小中体育連盟等助成金 5,402 市・葛南小中体育連盟等助成金 5,402

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,136 合　　計 4,226 2,956 合　　計 7,143 合　　計 7,143
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,136 4,226 2,956 7,143 7,143

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.79 0.66 0.66 0.72 0.72
正職員人件費 6,952 5,742 5,742 6,264 6,264

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 20 0 0 20 20

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,088 9,968 8,698 13,407 13,407
(11)単位費用

2,012.57千円／回 1,424千円／回 2,899.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

日頃の音楽学習の成果を発表することで、発表を鑑賞し合い、互いに学び合う場とする。この発表会を開催するためには ○①事前確認での想定どおり
、市借り上げバスも使用し、柏市民文化会館を会場として使用することが最適と考える。陸上大会においても同じ状況で ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ある。（白井市運動公園利用）体育文化活動においては、関東大会・全国大会出場に対しての助成を行う。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大により、小学校陸上大会、中学校陸上大会、市内音楽発表会、東葛飾地方駅伝競争大会を
実施することができなかった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている １ □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 会場の確保や、助成金の予算は市が実施する必要があるから

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り １ 市内大会では、市民が応援に参加した。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている １ 市民に対して、公共交通機関での来場を呼びかけた。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大のため、実施できなかった事業があったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,968 4,120 8,698 87.26
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大のため、実施できなかった事業があった
ため。

29.24

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症拡大のため、実施できなかっ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 た事業があったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
新型コロナウイルス感染症拡大のため、実施できなかった事業があったが、次年度以降、体育活動や文化活動の成果を発表する貴重な場の確保
について工夫をしながら実施していきたい。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1053 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 子どもの創造性、自主性、社会性を育む教育の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 小中学校体育・文化活動事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.66 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,885 千円 (うち人件費 5,742 千円）⑦事業費
総事業費 9,966 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 9,968 千円 (うち人件費 5,742 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神



基本 市内教職員の教育的な資質の向上を図り，学校教育の充実を図る。
施策目的・

(2)目的 的な知識や思考力、判断力、表現力の習得を支援するとともに、主体的に学習に取り組む姿勢を育みます。 事業目的
展開方向

①教育委員会主催で，教職員を対象とした資質向上研修会を実施する。 ①教育委員会主催の研修会を実施する。
②各小中学校での校内研修会に教育委員会の指導主事を派遣し，最新の教育情報を提供したり，授業研究会 ②各小中学校での校内研修会に指導主事を派遣する。
での指導・助言を行う。 当該年度
③市内全教職員に「我孫子市学校教育施策」のリーフレットを配付し，我孫子市の学校教育の重点を周知す 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ることで，教育の充実を図る。

教育委員会主催研修会と指導主事を派遣した各小中学校での校内研修 想定値 72当該年度
会の合計実施回数 単位 回

活動結果指標 実績値 136

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 教職員の資質向上を目指した研修会を実施することで，学校教育の充実を図る。 直接 教育委員会主催研修会受講者の満足度（アンケート調査） % 98 90

令和 3年度 教職員の資質向上を目指した研修会を実施することで，学校教育の充実を図る。 直接 教育委員会主催研修会受講者の満足度（アンケート調査） % 90

令和 4年度 教職員の資質向上を目指した研修会を実施することで，学校教育の充実を図る。 直接 教育委員会主催研修会受講者の満足度（アンケート調査） % 90

教育委員会主催研修会受講者のアンケート結果を踏まえ，教職員のニーズに応じた研修会の内容を工夫する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

研究指定校補助金 1,400 研究指定校補助金 1,400 1,150 研究指定校補助金 1,400 研究指定校補助金 1,400
教職員研修講師報償費 822 教職員研修講師報償費 620 335 教職員研修講師報償費 822 教職員研修講師報償費 822
研修用等消耗品 3 研修用等消耗品 7 0 研修用等消耗品 5 研修用等消耗品 5
東葛地方教育研究所負担金 171 印刷製本費　学校教育施策 80 80 印刷製本費　学校教育施策 80 印刷製本費　学校教育施策 80

東葛地方教育研究所負担金 171 171 東葛地方教育研究所負担金 171 東葛地方教育研究所負担金 171
研究指定校補助金（明許繰越） 200 0
教職員研修講師報償費（明許繰越） 310 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,396 合　　計 2,788 1,736 合　　計 2,478 合　　計 2,478
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,396 2,788 1,736 2,478 2,478

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.34 1.32 1.32 1.48 1.48
正職員人件費 2,992 11,484 11,484 12,876 12,876

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,388 14,272 13,220 15,354 15,354
(11)単位費用

74.83千円／回 198.22千円／回 97.21
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

新学習児童要領が実施され，若年層の教職員が増加する現状の中，知・徳・体にわたる「生きる力」を子どもたちに育く ●①事前確認での想定どおり
むために，授業の創意工夫や教材の改善を引き出していく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

教職員の資質向上のために，市が校内外の研修を企画，推進していくことは必須である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導することで，市の研修会を企画したり，学校の要請

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 に応じて臨機応変に指導主事を派遣したりすることができ，
□その他 　促進された 教職員の資質向上に効果があった。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内小中学校の教職員が研修に参加した。 ●①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 新学習指導要領の実施に伴い，各学校での研修会が多く実施

され，指導主事の要請件数が増加したため。
＜その他の内容＞
市内の教職員の資質能力向上は市の責任において実施すべき事業である。教職員の資質能力の向上が児童生徒（市民）の
学力向上につながる。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 各学校への指導主事の要請訪問には公用車を使って乗り合わ 小中学校の要請に複数の指導主事を派遣する際，公用車を乗 ●①想定どおり
□②生き物と共存している せ，無駄なエネルギーを使わないようにする。 り合わせることで，車の台数を少なくするよう努めた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
98 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新学習指導要領実施に伴う教職員のニーズに応じた研修会を実施することができ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 98 108.89

たから。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,272 △8,884 13,220 92.63
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△164.88

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新学習指導要領の実施に伴い，各学校での研修会が多く

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 実施され，指導主事の要請件数が増加したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.63

% 10万円 0.74 117.46

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も本事業を推進することで，教職員の資質向上に努めていく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1057 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 確かな学力の育成 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 教職員資質向上推進事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.32 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,962 千円 (うち人件費 11,484 千円）⑦事業費
総事業費 6,703 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 14,272 千円 (うち人件費 11,484 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの確かな学力を育成するため、少人数指導などの個に応じたきめ細かな指導を実施し、基礎的・



する市内の有害環境を皆無にするため、また、非行や事故防止を推進するため少年指導員ととも
施策目的・

(2)目的 者、市民などと連携しながら、いじめの未然防止や早期発見、早期対応に向けた取り組みを進めます。また 事業目的 にパトロールを実施する。
展開方向

、青少年の非行を防止するため、ＰＴＡや少年指導員、防犯協議会などと連携して街頭パトロールを実施す 「きずな」の発行やホームページ、不審者情報等のメール配信により、市民に情報発信する。
◯教育委員会で委嘱した少年指導員９２人が市内全域を定期的にパトロールする。（祭礼時、不審者情報発 「きずな」・・年間６回　発行
信時も含む） 　　　発行回数を６回とし、連絡協議会による編集とタイアップする。
◯年２日、生徒の登校時及び夕刻に駅や電車内を中心にマナー違反者の指導を実施する。 当該年度 各中区（６中区）毎に月１，２回の巡視計画を立て、パトロールを実施する。
◯少年指導員連絡協議会との共通の広報紙として「きずな」を発行し、地域・保護者へ交通安全及び非行防 執行計画 各学校へのＦＡＸや市民へのメール配信により、不審者情報を発信する。

(3)事業内容 内　　容 止活動への関わりを啓発する。 「こども110番の家」の協力者を増やす。
◯各学校へのＦＡＸや市民へのメール配信により、不審者情報を発信する。 　　　
◯子ども達の緊急避難場所として市内各所に「こども110番の家」を設置する。 少年指導員の街頭指導従事回数 想定値 800当該年度
(平成25年度より事務事業コード1101,1102,1103,1104,1105を1101に統合） 単位 人

活動結果指標 実績値 511

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 触法少年への積極的な声かけ活動の展開で安全な暮らしを確保する。 直接 触法少年への積極的な声かけ活動の展開で安全な暮らしを確保する。 人 750 800

令和 3年度 同上 直接 同上 人 800

令和 4年度 同上 直接 同上 人 800

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

少年指導員報償 1,656 少年指導員報償費 1,656 920 少年指導員報償費 1,656 少年指導員報償費 1,656
嘱託職員報酬 2,038 講師報償費 20 20 講師報償費 20 講師報償費 20
共済費 347 旅費 51 5 旅費 42 旅費 42
旅費（嘱託職員） 2 消耗品 40 20 消耗品 40 消耗品 40
講師報酬 50 委託料（子ども１１０番の家看板作成） 50 50 委託料（子ども１１０番の家看板作成） 50 委託料（子ども１１０番の家看板作成） 50
旅費 42 バス等使用料 0 0 バス等使用料 302 バス等使用料 302
消耗品 71 補助金・負担金 197 195 補助金・負担金 197 補助金・負担金 197

実施内容 委託料（１１０番の家シール作成） 49 パートタイム会計年度任用職員（事務補 2,439 2,424 パートタイム会計年度任用職員（事務補 2,439 パートタイム会計年度任用職員（事務補 2,439
バス等使用料 252

(8)施行事項
費　　用 補助金・負担金 197

県青少年補導（委）員50周年記念大会 37
県青少年補導（委）員50周年記念大会 120

予算(決算)額 合　　計 4,861 合　　計 4,453 3,634 合　　計 4,746 合　　計 4,746
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,611 4,203 3,384 4,496 4,496

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 250 □特会 □受益 □基金 ■その他 250 250 □特会 □受益 □基金 ■その他 250 □特会 □受益 □基金 ■その他 250
換算人数(人) 0.61 0.37 0.37 0.59 0.59
正職員人件費 5,368 3,219 3,219 5,133 5,133

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,387 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,229 7,672 6,853 9,879 9,879
(11)単位費用

12.79千円／人 9.59千円／人 13.41
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

青少年の非行防止、事故防止は市民や保護者の願いでもあり、継続的なパトロールは必要不可欠である。また、パトロー ●①事前確認での想定どおり
ルを実施することで、不審者や変質者に対する抑止効果がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 不審者情報をいち早く学校に知らせ、市民にメール配信することで、被害を未然に防ぐ効果は高い。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

パトロールを実施したことで、被害を未然に防ぐことができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主体となって実施することにより運営が円滑に行われた

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ここに入力 少年指導員を市民から募集しており、教員と市民が協力して ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 市内の街頭パトロールや非行防止活動を行っている。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 新型コロナウィルス感染症予防対策により、行事、祭礼等中

止になったためパトロール回数が減少した。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ここに入力 パトロール実施時に環境等目を配り公園に設置されている施 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 設への落書きや街灯の不良、トイレの衛生状況について確認 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している し、市の担当者に確認を依頼している。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
750 800 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

行事、祭礼等が中止となったためパトロール参加延べ人数が減少した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 511 63.88
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,672 2,557 6,853 89.32
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

パトロール回数が減ったため少年指導員報償費の支払いが少なかった。
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目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 行事、祭礼等が中止となったためパトロール参加延べ人

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 数が減少した。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 10.43

人 10万円 7.46 71.52

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も現状通り推進させていきたい。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1101 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 非行防止活動の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 少年センター業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.37 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,990 千円 (うち人件費 3,219 千円）⑦事業費
総事業費 8,763 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,672 千円 (うち人件費 3,219 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52302 重点４ ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが安心して生活し、健やかに成長することができる環境をつくるため、教育委員会や学校、保護 青少年に対



基礎的・基本 各小中学校のＩＣＴ機器を整備し、運用のサポート、保守の充実、情報教育の環境の整備を図る。
施策目的・

(2)目的 的な知識や思考力、判断力、表現力の習得を支援するとともに、主体的に学習に取り組む姿勢を育みます。 事業目的
展開方向

ＩＣＴ機器を効果的に活用して「深い学び」となる授業を実現し、学力の向上を図る。また、教職員の校務 小中学校の教育用ＰＣ、校務用ＰＣ、ネットワーク等の整備、保守、ヘルプデスクの一元化について、学校
を効率化し、負担を軽減することにより、生徒と向き合う時間を増やし、教育活動の質の改善を図る。その での安定稼働と円滑な活用を図る。一人1台での授業展開が実現できるよう新たにタブレット型端末の整備
ために、研修の機会の充実や機器の整備・維持管理に努める。 当該年度 とネットワーク環境の構築をする。

執行計画
(3)事業内容 内　　容

令和元年度学校基本調査を基準とした教育用タブレット型端末１台あ 想定値 0.97当該年度
たりの児童生徒数 単位 人

活動結果指標 実績値 0.97

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 一人1台での授業展開が実現できるよう新たにタブレット型端末の整備とネットワーク環境の構築 直接 令和元年度学校基本調査を基準とした教育用タブレット型端末１台あ 人 33.47 0.97
たりの児童生徒数

令和 3年度 一人1台での授業展開が実現できるよう新たにタブレット型端末の整備とネットワーク環境の構築 直接 令和元年度学校基本調査を基準とした教育用タブレット型端末１台あ 人 0.97
たりの児童生徒数

令和 4年度 一人1台での授業展開が実現できるよう新たにタブレット型端末の整備とネットワーク環境の構築 直接 令和元年度学校基本調査を基準とした教育用タブレット型端末１台あ 人 0.97
たりの児童生徒数

変更したＩＣＴ環境において、新たに生じる課題への対応。教職員のコンピュータリテラシーの向上。セキュリティに関する対
(7)事業実施上の課題と対応 策のさらなる強化。校務の情報化の推進においては、教職員の増減への対応が遅れる。整備したＩＣＴ機器等の有効な活用。 代替案検討 ●有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

会計年度任用職員報酬　 2,158 2,158 会計年度任用職員報酬 2,307 会計年度任用職員報酬 2,366
需用費　修繕料 242 職員手当 153 152 職員手当 147 職員手当 152
通信運搬費 8,650 社会保険料 390 368 社会保険料 400 社会保険料 400
保守点検委託料 4,005 費用弁償 142 97 費用弁償 142 費用弁償 142
ＰＣ機器賃貸借 49,949 修繕料 198 121 修繕料 242 修繕料 242

通信運搬費 8,886 8,870 通信運搬費 8,729 通信運搬費 8,729
校務支援システム保守委託（小・中） 5,754 コンピュータ保守委託（端末設定含） 2,427 2,317 コンピュータ保守点検委託料 2,319 コンピュータ保守点検委託料 2,319

実施内容 校務支援システム賃借（小・中） 12,173 コンピュータ機器およびネットワーク使 33,162 32,834 コンピュータ機器およびネットワーク使 33,103 コンピュータ機器およびネットワーク使 33,103
嘱託職員報酬 2,307 ＊ タブレット型端末使用料（我孫子中）補 0 0 タブレット型端末使用料（我孫子中）補 924 タブレット型端末使用料（我孫子中）補 924

(8)施行事項
費　　用 社会保険料 349 校務支援システム保守委託（小・中） 5,795 5,795 校務支援システム保守委託（小・中） 5,659 校務支援システム保守委託（小・中） 5,659

雇用保険料 22 校務支援システム賃借（小・中） 9,382 9,382 校務支援システム賃借（小・中） 17,281 校務支援システム賃借（小・中） 17,826
費用弁償 141

教育ＩＣＴ業務委託料（提案型） 80,394 教育ＩＣＴ業務委託料（提案型） 100,079 100,079 教育ＩＣＴ業務委託料（提案型） 117,208 教育ＩＣＴ業務委託料（提案型） 117,208
債務負担30年10月～37年9月 債務負担30年10月～37年9月　３年目 債務負担30年10月～37年9月　４年目 債務負担30年10月～37年9月　５年目

＊ ＧＩＧＡスクール構想及び関連予算
＊ タブレット型端末(備品）（6補・9補） 375,644 375,644
＊ 高速ＮＷ（明許）ＧＩＧＡ備品（事故） 147,369 21,085
＊ ＧＩＧＡ電源・ＧＩＧＡＬＡＮ工事(事 159,705 40,692
＊ ＧＩＧＡサポート・高速ＮＷ委託(明許 15,380 4,015

予算(決算)額 合　　計 163,986 合　　計 860,870 603,609 合　　計 188,461 合　　計 189,070
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 996,564 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 163,986 △135,694 603,609 188,461 189,070

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.34 0.29 0.29 0.29 0.29
正職員人件費 2,992 2,523 2,523 2,523 2,523

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,819 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 166,978 863,393 606,132 190,984 191,593
(11)単位費用

16,900.61千円／人 890,095.88千円／人 624,878.35
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

文部科学省から「GIGAスクール構想」が打ち出され、新たな学校教育の実現の方向性が示されている。また、教職員の校 ●①事前確認での想定どおり
務の正確性の向上や効率化に繋がり、必要性は高い。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

学校教育において、新たな学びの実現や情報活用能力の育成は不可欠であり、ＩＣＴ環境の整備は必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市で実施することで、国からの指針にそった教育活動に必要

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 とされるＩＣＴ環境の整備を行うことができ、全校に1人1台
□その他 　促進された 端末を配置することができた。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる 学校間ＬＡＮや学校間の情報共有システムの管理運用、校務 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した 支援システムの統一化など、市が主導で進めなければ実施で □⑦その他
サービスが保証される きなかったため。 ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り コンピュータを使った授業に、学習ボランティアの支援が入 コンピュータを活用する授業に学習ボランティアの支援が入 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り っている。 る。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 学校の授業では、紙面の資料の配付を少なくし、大画面テレ 学校の授業では、紙面の資料の配付を少なくし、大画面テレ ●①想定どおり
□②生き物と共存している ビに投影できるようにしている。校務においては、コンピュ ビに投影できるようにしている。校務においては、コンピュ ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している ータ内での処理を中心とし、紙面での点検作業等を減らして ータ内での処理を中心とし、紙面での点検作業等を減らして

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している いる。 いる。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
33.47 0.97 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

補助金を活用し、財源を確保できたため達成することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0.97 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 863,393 △696,415 606,132 70.2
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

国の助成制度を活用し、端末を購入する。 入札やプロポーザルを実施し、適正な価格で整備することができた。

△417.07

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 文部科学省の「GIGAスクール構想」により、長期的な整

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 備方針を転換したため必要な事業費である。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

人 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
1人1台端末の台数の維持やネットワークの強靭化を図りつつ現状どおり推進していくことが必要である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1415 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 小中学校コンピュータ教育の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.29 人）
(1)事業概要

(当　初) 171,296 千円 (うち人件費 2,523 千円）⑦事業費
総事業費 116,936 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 863,393 千円 (うち人件費 2,523 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの確かな学力を育成するため、少人数指導などの個に応じたきめ細かな指導を実施し、



動に参加し、地域の課題を考え、まちづくりのために行動できるような学習
施策目的・

(2)目的 集し学習に活用するふるさとカリキュラムを推進します。 事業目的 機会を提供する。
展開方向

子ども議会を開催することにより、次代を担う小中学校の児童生徒に、議会制民主主義の理解や我孫子市の 【コロナウイルス感染症対策のための臨時休校にともない来年度に延期】
まちづくりに関心を深めてもらうとともに、小中学生の市に対する要望や意見などを聴取し、今後のまちづ 実施要項に基づき、連絡会を開催し関係各課と連携を図りながら子ども議会を開催する。
くりの参考にする。隔年開催 当該年度 ４月　　３月議会施政方針を元にまちづくり方針を検討　　５月　　庁義報告
●市内各小・中学校から子ども議員を２名（男女各１名）ずつ選出 執行計画 ６月　　校長会　子ども議員選出〆切　　　　　　　　　　７月　　質問項目決定

(3)事業内容 内　　容 ●「まちづくりの方針」を受けての質問や意見を述べ、それに対して、市長部局等から答弁をもらう。 １０月　質問項目配付　　　　　　　　　　　　　　　　１１月５日　子ども議会開催
　 次回への課題を整理する。

子ども議員の意見の数 想定値 0当該年度
単位 数

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 子ども議会を開催することにより、小・中学校の児童・生徒に、議会制民主主義の理解や我孫子市のまちづくりに関心を深めさ 直接 子ども議員の意見の数 数 0 0
せると共に、市に対する要望や意見が出せるようにする。

令和 3年度 子ども議会を開催することにより、小・中学校の児童・生徒に、議会制民主主義の理解や我孫子市のまちづくりに関心を深めて 直接 数 38
もらうと共に、市に対する要望や意見が出せるようにする。

令和 4年度 未実施年 直接 数 0

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 消耗品費 50 0 消耗品費 0 消耗品費 50

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 50 0 合　　計 0 合　　計 50
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 50 0 0 50

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.07 0.22 0.22 0.02 0.12
正職員人件費 616 1,914 1,914 174 1,044

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 616 1,964 1,914 174 1,094
(11)単位費用

16.21千円／数 0千円／数 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

小学校では、社会科の「地域を学ぶ学習」で市議会があることを学び、中学校では、公民で議会制民主主義を学んでいる ○①事前確認での想定どおり
。これらの学習は、教科書だけでの学習にとどまりがちであるが、座学とは違った環境での体験的学習は、子どもたちに ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ とって重要である。また、選挙権年連の引き下げに伴い、早い段階で国や市の行政に対しての意識を持たせていくことも ○要
   背景は？(事業の必要性) 重要な課題である。このような意味からも、子ども議会は一定の役割を果たしている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナ感染症対策のため次年度に延期

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 市内小中学校生徒児童が対象者であり、個人情報等の取扱い □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 子ども議会を開催することにより、小・中学校の児童・生徒

□提供主体が市しかない があるため。 □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 に、議会制民主主義の理解や我孫子市のまちづくりに関心を
■その他 　促進された 深めさせると共に、市に対する要望や意見が出せるようにす

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した る。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市内小中学校児童生徒38名が参加し、当日はＨＰでの実況や 新型コロナ感染症対策のため次年度に延期 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 期間を決めての公開を実施している。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 新型コロナ感染症対策のため次年度に延期

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 市役所近くの学校は徒歩で参加、その他の児童生徒の移動に 新型コロナ感染症対策のため次年度に延期 ○①想定どおり
□②生き物と共存している はマイクロバスを2台配置し、送迎をしている。 ●②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 新型コロナ感染症対策のため次年度に延期 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(数) 目標値(b)(数) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(数) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 0 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナ感染症対策のため次年度に延期
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,964 △1,348 1,914 97.45
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 新型コロナ感染症対策のため次年度に延期 ●不要

△218.83

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナ感染症対策のため次年度に延期

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

数 10万円 0 NaN (非数値)

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
小・中学校の児童・生徒に、議会制民主主義の理解や我孫子市のまちづくりに関心を深めてもらうため、次年度は新型コロナ感染症対策をして
開催する。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1743 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域に根ざした教育の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 子ども議会 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,964 千円 (うち人件費 1,914 千円）⑦事業費
総事業費 2,350 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

郷土について学ぶ機会を充実するため、地域学習や環境学習等を実施するとともに、地域に関する資料を収 子どもたちがさまざまな地域活



るとともに、地域に関する資料を収 ふるさと我孫子の先人や文化・歴史等に関する学習について市内統一のカリキュラムを作成し，児童生徒の
施策目的・

(2)目的 集し学習に活用するふるさとカリキュラムを推進します。 事業目的 学習機会を確保するために支援する。
展開方向

全小中学校で，補助教材「ふるさと我孫子の先人たち」を活用した「Abi-ふるさと」の授業を実施する。現 補助教材「ふるさと我孫子の先人たち」を活用した、小中一貫教育カリキュラム「Abi-ふるさと」の完全実
在につながる先人たちの努力や工夫について学ぶことで，「ふるさと我孫子」に対する興味・関心を高め， 施。
郷土愛を育む。 当該年度
　 執行計画

(3)事業内容 内　　容

自校の教育課程に「Abi-ふるさと」を位置づけた学校数の割合 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 補助教材「ふるさと我孫子の先人たち」を活用した，小中一貫教育カリキュラム「Abi-ふるさと」の完全実施。 直接 補助教材「ふるさと我孫子の先人たち」を活用した授業を実施した学 ％ 100 100
校数の割合

令和 3年度 補助教材「ふるさと我孫子の先人たち」を活用した小中一貫教育カリキュラム「Abi-ふるさと」の完全実施。 直接 補助教材「ふるさと我孫子の先人たち」を活用した授業を実施した学 ％ 100
校数の割合

令和 4年度 補助教材「ふるさと我孫子の先人たち」を活用した小中一貫教育カリキュラム「Abi-ふるさと」の完全実施。 直接 補助教材「ふるさと我孫子の先人たち」を活用した授業を実施した学 ％ 100
校数の割合

「Abi-ふるさと」の指導資料集を配付することで，「豊かな心」「コミュニケーション力」「チャレンジ力」を育成するねらい
(7)事業実施上の課題と対応 を意識した授業を実施できるようにする。「指導案例」「スライド教材例」「ワークシート例」等のデータをCDで配付。また， 代替案検討 ○有 ●無

我孫子市情報共有システム「デジコン」にもデータを掲載している。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 230 消耗品 230 188 消耗品 230 消耗品 230
印刷製本費　ふるさとカリキュラム 印刷製本費　ふるさとカリキュラム 印刷製本費　ふるさとカリキュラム 印刷製本費　ふるさとカリキュラム
　ふるさと我孫子の先人たち 1,274 　ふるさと我孫子の先人たち 1,242 1,242 　ふるさと我孫子の先人たち 1,242 　ふるさと我孫子の先人たち 1,242
（９月補正）
ふるさと我孫子の先人たち　資料集 1,134

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,638 合　　計 1,472 1,430 合　　計 1,472 合　　計 1,472
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,638 1,472 1,430 1,472 1,472

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.19 0.19 0.19 0.19
正職員人件費 440 1,653 1,653 1,653 1,653

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,078 3,125 3,083 3,125 3,125
(11)単位費用

30.78千円／％ 31.25千円／％ 30.83
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

児童生徒が，郷土の誇りである歴史上の人物や我孫子の発展に貢献した人物について，学習する機会や資料が少ない現状 ●①事前確認での想定どおり
がある。その中で故郷を思う気持ちや郷土愛を育むためには，我孫子市独自の学習資料やカリキュラム等を作成，開発す ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

我孫子市独自の学習資料を活用して，カリキュラムを実施することができたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が中心となって情報収集しなければ，「ふるさと我孫子の

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 先人たち」の学習資料を作成することはできなかったため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 「Abi-ふるさと」の学習を市内全小中学校で実施する。 学習資料作成のための情報収集にあたって，市民の協力が必 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 要であった。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 「Abi-ふるさと」の学習で，手賀沼の干拓に尽力した先人や 我孫子市の自然を大切にした先人たちを学習資料で取り上げ ●①想定どおり
□②生き物と共存している 手賀沼の景観に惹かれて移住した先人等を扱っている。 ることにより，我孫子の環境を見直すきっかけとなった。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

すべての小中学校で「Abi-ふるさと」の学習を実施することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,125 △47 3,083 98.66
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.53

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.2

％ 10万円 3.24 101.25

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も我孫子市を愛し，誇りに思う児童生徒を育てていくためにふるさとカリキュラムの実施を進めていく必要がある。また，「郷土を愛する
心」を育てていくために，「我孫子の先人たち」を活用した授業を「Abi-道徳」として道徳科でも進めていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1762 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域に密着した学習の場の提供 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 ふるさとカリキュラムの実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成22年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.19 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,125 千円 (うち人件費 1,653 千円）⑦事業費
総事業費 3,357 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52202 重点なし ●有 ○無 (計画名) 地域と学校が連携した教育環境

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

郷土について学ぶ機会を充実するため、地域学習や環境学習等を実施す



員が，児童生徒の不登校・いじめ・学級崩壊を早期発見・予防し，児童生徒間のよい良い人間関係を築
施策目的・

(2)目的 的な知識や思考力、判断力、表現力の習得を支援するとともに、主体的に学習に取り組む姿勢を育みます。 事業目的 き，児童生徒の各々に応じた学力の向上を図るための学級・学校経営支援を行う。
展開方向

・学校生活における満足度を測るためのＱ－Ｕ検査を実施する。 ・市内全小中学校の小３・４・５・６・中１・２を対象にＱ－Ｕ検査を年２回（小３は１回）実施する。
・Ｑ－Ｕ検査の結果の分析方法，活用方法についての教職員研修を実施する。 ・Ｑ－Ｕ検査の結果の分析方法，活用方法についての教職員研修を実施する。
・学級集団の質の向上と児童・生徒の信頼関係を深めるために必要な構成的エンカウンターやソーシャルス 当該年度
キルトレーニング等についての教職員研修を実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

Ｑ－Ｕ検査の結果や今後の学級経営について複数で検討した学級担任 想定値 98当該年度
の割合 単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 教職員が児童生徒と共に良好な学級集団を形成し，学級集団の状態に応じた授業の展開をすることで，児童生徒各々に応じた学 直接 Ｑ－Ｕ検査の結果や今後の学級経営について複数で検討した学級担任 ％ 100 100
力の向上を図る。 の割合

令和 3年度 教職員が児童生徒と共に良好な学級集団を形成し，学級集団の状態に応じた授業の展開をすることで，児童生徒各々に応じた学 直接 Ｑ－Ｕ検査の結果や今後の学級経営について複数で検討した学級担任 100
力の向上を図る。 の割合

令和 4年度 教職員が児童生徒と共に良好な学級集団を形成し，学級集団の状態に応じた授業の展開をすることで，児童生徒各々に応じた学 直接 Ｑ－Ｕ検査の結果や今後の学級経営について複数で検討した学級担任 100
力の向上を図る。 の割合
Ｑ－Ｕ検査を児童生徒各々の学力向上に役立てる方策を様々に見出していくことが課題。その対応として，Ｑ－Ｕ検査の結果の

(7)事業実施上の課題と対応 読み取り方や活用方法に関する研修会及び，学校訪問を実施する。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

Ｑ－Ｕ検査委託料 3,684 Ｑ－Ｕ検査委託料 3,054 3,023 Ｑ－Ｕ検査委託料 3,590 Ｑ－Ｕ検査委託料 3,590
小３×１回　小４～中２×２回 小３×１回　小４～中２×２回 小３×１回　小４～中２×２回 小３×１回　小４～中２×２回

研修委託料 研修委託料 研修委託料

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,684 合　　計 3,054 3,023 合　　計 3,590 合　　計 3,590
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,684 3,054 3,023 3,590 3,590

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.24 0.28 0.28 0.19 0.19
正職員人件費 2,112 2,436 2,436 1,653 1,653

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,796 5,490 5,459 5,243 5,243
(11)単位費用

59.14千円／％ 56.02千円／％ 54.59
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

社会や家庭環境の変化に伴い，子どもの心は複雑化し，子どもの対人関係が希薄になり，教師が一人で児童生徒の内面を ●①事前確認での想定どおり
理解することが難しくなった。また，いじめや不登校等に関しても，予防，解決に向けて様々な策を講じる必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ そのため，教師が協働して学級集団の状態や個々の児童生徒の内面を適切に把握するための一助としてQ-U検査を利用し ○要
   背景は？(事業の必要性) ，計画的な指導と支援を行うことは，不登校やいじめ，学級崩壊を予防することにつながる。また，活用方法やソーシャ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ルスキルトレーニング等の研修を実施することは教師の学級経営力を向上させることにつながる。 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のための休校の影響を調査することができ、児童生徒の心に寄り添う対応へと
つなげられた。実施期間を延期してでも年間２回実施する必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導することで、市内全校の児童生徒への休校の影響を

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 一斉に調査し、対応することが可能となった。特に新型コロ
□その他 　促進された ナウイルス感染症対策で、通常通りの学校生活を送ることが

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した できない状況下では、教職員の児童生徒理解の助けとなり、
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 教職員が、児童生徒を支えることへと結びついた。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内全小中学校の児童生徒を対象としている。 市内全小中学校の児童生徒を対象として実施した。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 休校により、アンケート時期を延期したが年間２回の実施が

可能となった。また、教職員が、休校や新型コロナウイルス
＜その他の内容＞ 感染症の影響を受ける児童生徒の心を客観的に理解し、支援

に活かした。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 検査用紙に関して，業者による一括集配を行っている。 検査用紙は、市内全校で、業者による一括集配を行った。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

教職員がアンケートの実施と活用について共通理解している。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,490 306 5,459 99.44
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

5.28

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.82

％ 10万円 1.83 100.55

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
休校により、アンケート実施時間の確保が難しい中でも、年間２回実施した。新型コロナウイルスの影響を受け、意欲低下や人間関係作りに悩
む児童生徒を客観的な数値により、教職員が理解し、支援に繋げた。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1833 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 学級経営の支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ 平成27年度 ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.28 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,030 千円 (うち人件費 2,436 千円）⑦事業費
総事業費 8,666 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,490 千円 (うち人件費 2,436 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52102 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの確かな学力を育成するため、少人数指導などの個に応じたきめ細かな指導を実施し、基礎的・基本 教職



育へなめらかにつなげるために、幼稚園、
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的 保育園、認定こども園、小学校が子どもの育ちを共に見守り、交流・連携活動等を通じて、子ども同士や職
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。 員同士、子どもと職員間の連携を深める。
幼稚園、保育園、認定こども園から小学校へなめらかにつなげるために、以下の順序で交流を深める。 市内を我孫子北・我孫子南・天王台・湖北湖北台・新木布佐地区の5地区に分け、それぞれ連携を深める。
ステップ1　幼保小連携の啓発、小学校への散歩、学校だより園だよりを通しての情報交換、お互いの行事( 各学校・園の幼保小のコーディネーターが集まり、地区別会議を開催し、連携計画を立てたり、情報交換を
催し)の案内 当該年度 したり、カリキュラムを元に接続期における教育・保育に関して研修を深めたりする。
ステップ2　幼保小連携に関する研修会、小学校の授業(国語や生活科等)での子ども同士の交流、お互いの 執行計画 地区等の代表で幼保小連携推進委員会を組織し、連携推進のための方策について話し合う。

(3)事業内容 内　　容 行事(運動会の招待レース等)の案内と参加、PTAや父母会主催研修会の案内 研修会を実施し、接続期に特に重要視すべきことについて研修を深める。
ステップ3　入学前の引継ぎ、小学校のキャリア教育、体験学習、保護者懇親会に教員が参加（講師）、職
員の交流（式典への参加、授業参観と保育参観、体験参観、体験研修、合同学習会） 各地区ごとに「我孫子市幼保小連携・接続カリキュラム」を基にテー 想定値 5当該年度
ステップ4　幼保小連携・接続カリキュラムの作成及び実施 マを設定し、研修を深める。 単位 地区

活動結果指標 実績値 5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各地区ごとに「我孫子市幼保小連携・接続カリキュラム」を基にテーマを設定し、研修を深める。 直接 「我孫子市幼保小連携・接続カリキュラム」を基にテーマを設定し、 地区 0 5
協議した地区数

令和 3年度 各地区ごとに「我孫子市幼保小連携・接続カリキュラム」を基にテーマを設定し、研修を深める。 直接 「我孫子市幼保小連携・接続カリキュラム」を基にテーマを設定し、 地区 5
協議した地区数

令和 4年度 各地区ごとに「我孫子市幼保小連携・接続カリキュラム」を基にテーマを設定し、研修を深める。 直接 「我孫子市幼保小連携・接続カリキュラム」を基にテーマを設定し、 地区 5
協議した地区数

園から小学校へなめらかにつなげる上で障害になっていることを見出し、市がやるべきことと現場の連携で解決していくことを
(7)事業実施上の課題と対応 整理して、具体的な仕組みをつくっていくこと。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

幼保小連携研修会講師報償費 0 幼保小連携研修会講師報償費 50 0 幼保小連携研修会講師報償費 0 幼保小連携研修会講師報償費 0
幼保小カリキュラム印刷製本費 443 （講師研修年） （園参観年） （学校参観年）

幼保小カリキュラム印刷製本費 443

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 443 合　　計 50 0 合　　計 443 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 443 50 0 443 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.35 0.35 0.36 0.36
正職員人件費 2,200 3,045 3,045 3,132 3,132

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,643 3,095 3,045 3,575 3,132
(11)単位費用

528.6千円／地区 619千円／地区 609
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成29年度に幼稚園教育要綱、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要領、小学校学習指導要領がそれぞ ●①事前確認での想定どおり
れ改訂され、「幼稚園教育、保育所保育、幼保連携型認定こども園教育および保育と小学校教育との円滑な接続を図るこ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ と」が求められている。そのために、幼稚園・保育園・認定こども園の教職員と小学校教員との意見交換や合同の研究の ○要
   背景は？(事業の必要性) 機会などを設けることも示された。これらのことから、子どもの生活や発達の連続性を踏まえた交流活動等の実施や研修 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

会の実施により、各機関の連携を図ることが必要である。 幼児教育及び保育と小学校教育の円滑な接続や子どもの育ちと学びの接続、また連携に係る様々な問題の解決のためには
、継続的に市内の幼稚園、保育園、認定こども園、小学校が連携し、交流活動を推進したり市のカリキュラムを活用する

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている １ ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 各園、学校での幼保小連携活動が効果的かつスムーズに行わ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 れるためには、市が設置要綱を策定したり、会議を開催して
□その他 　促進された 協議したりして、成果や課題、方向性を明確にすることが不

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 可欠なため。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り １ ・市内園児と児童の交流活動（間接的な交流を含む） ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ・市内の全園と全小学校を対象とした会議（書面開催） ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている １ ・地域の自然を生かした交流活動 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(地区) 目標値(b)(地区) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(地区) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、書面での推進委員会による承認、
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 100

地区別会議でのテーマ設定を実現したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,095 △452 3,045 98.38
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△17.1

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.16

地区 10万円 0.16 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
幼稚園教育要領、保育所保育指針、認定こども園教育・保育要領、小学校学習指導要領において、「幼稚園教育、保育所保育、認定こども園教
育および保育と小学校教育との円滑な接続を図ること」が求められている。我孫子市には様々な形態の園から市内小学校への就学となるため、
市が主導して会議や研修会を実施し、連携を進めていこうことは今後も必要であり、効果的である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1929 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 幼保小連携 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,095 千円 (うち人件費 3,045 千円）⑦事業費
総事業費 332 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性を育む規範意識の醸成など、人間形成 幼児教育・保育（幼稚園、保育園、認定こども園）から小学校教



見通して一体的・継続的な教育を実施することにより、豊かな人間性や社会性の育成、
施策目的・

(2)目的 を通じた系統的・継続的な指導を行います。 事業目的 学力の向上、郷土愛の育成、中１ギャップの解消などを目指す。
展開方向

・中学校区ごとに特色ある取組を行う。 ・Abi☆小中一貫カリキュラムを年間計画に組み込んで実施していく。中学校区ごとの実態や特色に合わせ
・「Abi☆小中一貫カリキュラムを教育課程に組み込んで実施すること」「小中連携活動を教育課程に組み 　た活動、小小、小中の交流会、及び協議会を実施し、その成果を検証する。
　込んで実施すること」は引き続き行っていく。 当該年度 ・目指す子ども像を育成するための具体的なAbi☆カリキュラムの改訂作業と中学校区ごとのグランドデザ
・より一層の推進を目指し、小中一貫教育推進委員会を開催する。 執行計画 　インの見直しを行う。

(3)事業内容 内　　容 ・小中一貫教育の目指す取組みについて、市内全教職員及び市民への啓発活動を継続的に実施する。 ・保護者や地域と共に、更なる児童生徒の育成を図る小中一貫教育の推進計画を検討する。

Abi☆小中一貫カリキュラム検証授業を実施した中学校区 想定値 6当該年度
単位 中区

活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 Abi☆小中一貫カリキュラム授業の実施 直接 Abi☆小中一貫カリキュラム授業の実施 回 0 30

令和 3年度 Abi☆小中一貫カリキュラム授業の実施 直接 Abi☆小中一貫カリキュラム授業の実施 回 30

令和 4年度 Abi☆小中一貫カリキュラム授業の実施 直接 Abi☆小中一貫カリキュラム授業の実施 回 30

完全実施にともない中区ごとの特色を活かした活動の更なる推進に必要な研修や会議の実施、Abi☆小中一貫カリキュラムの改
(7)事業実施上の課題と対応 訂作業を計画的に行うためには、十分な時間と人員の確保が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

児童生徒移動用バス「けやき号」の確保をする。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

非常勤特別職人件費　委員報酬 35 パート会計年度　ＳＳ教員　6人 7,297 5,845 パート会計年度　ＳＳ教員　6人 9,072 パート会計年度　ＳＳ教員　6人 9,072
共済費　スクールサポート①～⑥ 112 費用弁償 304 187 費用弁償 405 費用弁償 405
賃金（臨時職員・旅費含む）①～⑥ 9,396 報償費 報償費 報償費
報償費 5 推進委員・研修（隔年）・乗入授業 90 25 推進委員・研修（隔年）・乗入授業 40 推進委員・研修（隔年）・乗入授業 90
需用費（消耗品） 190 需用費（消耗品） 190 149 需用費（消耗品） 190 需用費（消耗品） 190
使用料（バス）9台 614 使用料（バス）5台 補正減 0 0 使用料（バス）5台 693 使用料（バス）5台 693

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 10,352 合　　計 7,881 6,206 合　　計 10,400 合　　計 10,450
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 10,352 7,881 6,206 10,400 10,450

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.59 0.77 0.77 0.64 0.64
正職員人件費 5,192 6,699 6,699 5,568 5,568

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 9,508 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 15,544 14,580 12,905 15,968 16,018
(11)単位費用

2,590.67千円／回 2,430千円／中区 2,150.83
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

小学校と中学校では、教科担任制、部活動、生徒指導などや対人関係の関わり合いにも違いがあり、これらは児童生徒に ●①事前確認での想定どおり
とって「中１ギャップ」と言われる段差になり、不登校やいじめへと結びつきやすい。また、昨今、地域社会から学ぶ機 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 会も減少し、地域の知識や郷土愛を育みにくい。そこで、小中一貫教育を導入することで、９年間の連続した指導を行う ○要
   背景は？(事業の必要性) ことにより、小中の段差を滑らかにする。また、社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる資質を身に付けるための ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

「キャリア教育」、我孫子市への郷土愛をより深める「ふるさと学習」を市の特色を活かして小中一貫教育活動の柱とし 小中学校が、目指す子どもの姿をもとに発達段階に応じた目標を共通理解して指導すること、義務教育９年間を連続した
て取組むことにより、地域との結びつきを大切にし、我孫子市を誇りに思う子どもたちの育成につながる。 カリキュラムをもとに学習指導を行うことは、児童生徒の成長を支援していく上で重要であるから。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 我孫子市小中一貫教育基本方針のもと、市が中心となって作

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 成したAbi☆小中一貫カリキュラムの活用を推進し、我孫子
□その他 　促進された 市の全小中学校で小中一貫教育を展開するため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 小中一貫の日等に保護者や地域の方の参観を呼びかけている 小中一貫教育推進委員会にて、Abi☆小中一貫カリキュラム ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 。また、地域の方々の支援や協力を得て、学校や中区、地域 の改訂に関する意見や、地域との連携に関する意見をもらい ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り の特色を生かした活動を行っている。 、更なる推進に活かすよう努めた。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 来場者に公共の交通機関での来場をよびかけている。 手賀沼等の自然資源や我孫子市の自然環境を学習の教材とし ●①想定どおり
□②生き物と共存している て活用した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 30 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各小中学校のカリキュラムに位置付けて実施しているため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 30 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,580 964 12,905 88.51
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

２中学校区に小中一貫スクールサポート教員の配置ができなかったため
。

6.2

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.21

回 10万円 0.23 109.52

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も、我孫子市小中一貫教育基本方針に基づき、Abi☆小中一貫カリキュラムを活用した小中一貫教育の推進に努める。また、小中一貫教育
における地域連携についても推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2029 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 小中一貫教育の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.77 人）
(1)事業概要

(当　初) 17,149 千円 (うち人件費 6,699 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 14,580 千円 (うち人件費 6,699 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52103 重点４ ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちの学力向上や中１ギャップの解消、豊かな人間性・社会性の育成を図るため、９年間の義務教育 小中学校の９年間を



止対策の基本理念、市が取り組むべきいじめの防止等に関
施策目的・

(2)目的 者、市民などと連携しながら、いじめの未然防止や早期発見、早期対応に向けた取り組みを進めます。また 事業目的 する施策を積極的かつ効果的に実施することにより、児童生徒が健やかに成長することができる環境をつく
展開方向

、青少年の非行を防止するため、ＰＴＡや少年指導員、防犯協議会などと連携して街頭パトロールを実施す る。
我孫子市いじめ防止対策推進条例に基づき、我孫子市いじめ防止基本方針の重点となっている、いじめの「 教職員に対し、いじめの防止等に関する研修の実施等、資質能力の向上に必要な措置を講ずる。児童生徒に
未然防止」「早期発見」「早期対応」を柱に、教職員に対し、いじめの防止等に関する研修の実施等、資質 対していじめアンケート調査、Ｑ－Ｕ検査等を定期的に実施し、実態把握といじめの早期発見に努めていく
能力の向上に必要な措置を講じていく。児童生徒に対していじめアンケート調査、Ｑ－Ｕ検査等を定期的に 当該年度 。いじめ防止強化月間では、学校のいじめ防止対策への取り組みについて、市民に広報する。
実施し、実態把握といじめの早期発見に努めていく。 執行計画 各学校で策定している「いじめ防止対策基本方針」の点検・見直しを行い、学校の取組への支援を行う。担

(3)事業内容 内　　容 当職員が学校訪問を積極的に行い、学校との更なる連携強化を図る。また、生徒指導上の問題が生じた場合
、即座に対応できるようなサポート体制づくりを行っていく。
我孫子市いじめ防止等に関する施策の実施 想定値 8当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 8

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 我孫子市いじめ防止対策推進条例、我孫子市いじめ防止基本方針に基づき、市が取り組むべきいじめの防止等に関する施策を積 直接 我孫子市いじめ防止等に関する施策の実施 回 8 8
極的かつ効果的に実施する

令和 3年度 積極的かつ効果的ないじめの防止等のための対策を実施する 直接 我孫子市いじめ防止等に関する施策の実施 回 8

令和 4年度 積極的かつ効果的ないじめの防止等のための対策を実施する 直接 我孫子市いじめ防止等に関する施策の実施 回 8

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

いじめ防止対策委員会委員報酬 63 いじめ防止対策委員会委員報酬 63 56 いじめ防止対策委員会委員報酬 63 いじめ防止対策委員会委員報酬 63
嘱託職員報酬（16日/月） 2,323 パート会計年度　専門職（16日/月） 2,322 2,179 パート会計年度　専門職（16日/月） 2,366 パート会計年度　専門職（16日/月） 2,426
社会保険料 365 職員手当 162 152 職員手当 167 職員手当 171
雇用保険料・労災保険 22 社会保険料 391 344 社会保険料 400 社会保険料 400
費用弁償 135 費用弁償 135 68 費用弁償 135 費用弁償 135

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,908 合　　計 3,073 2,799 合　　計 3,131 合　　計 3,195
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,908 3,073 2,799 3,131 3,195

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.72 0.4 0.4 0.55 0.55
正職員人件費 6,336 3,480 3,480 4,785 4,785

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,844 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,244 6,553 6,279 7,916 7,980
(11)単位費用

1,155.5千円／回 819.13千円／回 784.88
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成２５年に成立した国の「いじめ防止対策推進法」に伴い、我孫子市いじめ防止対策推進条例・基本方針を策定した。 ●①事前確認での想定どおり
いじめに苦しむ子どもをなくしていくためには、この条例、基本方針に従い、いじめの未然防止、早期発見、適切な対応 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の取り組みを進めていくこと、関係機関や専門家など、多角的な視点からの防止対策を検討していくことが重要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

国の「いじめ防止対策推進法」に伴い、千葉県いじめ防止対策推進条例が制定され、本市においても、いじめ対策推進条
例、基本方針の策定は必須であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内各小中学校の現状に即し「学校いじめ防止基本方針」の

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 作成・改定を進め、ホームページに掲載することで、市民へ
□その他 　促進された の周知を一層促した。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内小中学校ＰＴＡ連絡協議会の代表者２名（小学校１名、 我孫子市いじめ防止対策委員として、専門家、学校、保護者 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 中学校１名）に、いじめ防止対策委員を委嘱する。 等から、様々な意見を聞くことができた。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている いじめ防止対策委員会開催に係る資料等については、用紙の 会議資料の見直し、アンケートに関する資料の配付等、精選 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 無駄遣いを省く。また、「我孫子市いじめアンケート」に関 することに努めた。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している する資料についても、紙ベースでのやり取りを省き、その大

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している 部分をメールで行う。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
8 8 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

我孫子市いじめ防止推進条例に基づき、いじめ防止対策の基本理念、市が取り組
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 8 100

むべき施策を積極的かつ効果的に実施することができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,553 2,691 6,279 95.82
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

29.11

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.12

回 10万円 0.13 108.33

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も、いじめ防止および解消に向けて、継続して実施していきたい。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2096 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 いじめ防止対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,553 千円 (うち人件費 3,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52302 重点４ ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが安心して生活し、健やかに成長することができる環境をつくるため、教育委員会や学校、保護 我孫子市いじめ防止推進条例に基づき、いじめ防



的・基本 「我孫子市子どもの読書活動推進計画」に位置づけ、学校図書館の、読書センター・学習センター・情報セ
施策目的・

(2)目的 的な知識や思考力、判断力、表現力の習得を支援するとともに、主体的に学習に取り組む姿勢を育みます。 事業目的 ンターとしての機能の充実を図り、児童生徒及び教職員の学校図書館活用及び，学力向上に寄与する学校図
展開方向

書館運営を推進する。
(1)学校図書館支援センターの設立 (1)「学校図書館支援センター設置要綱」の作成
(2)学校図書館の整備 (2)全校の学校図書館の配架案内図の作成
(3)学校司書の配置 当該年度 (3)学校司書の勤務日数の増加・学校司書業務マニュアルの作成
(4)書籍流通便の整備 執行計画 (4)学校間及び学校と市民図書館間の書籍流通便の整備（市民図書館の移動図書館等）

(3)事業内容 内　　容 (5)学校図書館にある書籍の電算化（バーコードによる管理） (5)蔵書システムの試行

全ての学年において，授業者が学校図書館や市民図書館の図書を活用 想定値 6当該年度
したり，学校司書と協力したりして授業を行った学校の数 単位 校

活動結果指標 実績値 13

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 「学校図書館支援センター設置要綱」を作成する（2021年度の告示・施行を目指す）。学校図書館所蔵の図書資料の電算管理を 直接 教育課程内で，授業者が学校図書館や市民図書館の図書を活用したり 校 0 6
進める。学校司書の定例研修会で、学校図書館の配架案内図や学校司書業務マニュアルを完成させる。事業重点校を指定し，学 ，学校司書と協力したりして授業を行った学校の数

令和 3年度 学校図書館に蔵書システムを導入し，蔵書の電算化を図る。 直接 教育課程内で，授業者が学校図書館や市民図書館の図書を活用したり 校 8
，学校司書と協力したりして授業を行った学校の数

令和 4年度 学校図書館に蔵書システムを導入し，蔵書の電算化を図る。 直接 教育課程内で，授業者が学校図書館や市民図書館の図書を活用したり 校 13
，学校司書と協力したりして授業を行った学校の数

「学校図書館支援センター」を拡充し，学校図書館所蔵の図書資料の電算管理を進める。電算管理により，図書整理・管理業務
(7)事業実施上の課題と対応 を簡素化し，急激に増えつつある学校司書の授業参加や授業支援を充実させる。図書資料の電算化と，学校司書の能力向上によ 代替案検討 ○有 ●無

り，児童生徒の主体的・対話的で深い学びの実現に寄与する学校図書館へと改善させる。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

雇用保険料 97 パート会計年度　学校司書　13人 6,529 パート会計年度　学校司書　13人 6,529 パート会計年度　学校司書　13人 6,529
学校司書賃金（重点校４校） 1,458 パート会計年度　学校司書　6人 1,507 7,859 パート会計年度　学校司書　6人 1,507 パート会計年度　学校司書　6人 1,507
　　　　賃金（交通費） 68 費用弁償 434 336 費用弁償 434 費用弁償 434
学校司書賃金（小１１校） 5,346 市民スタッフ報償費 12 0 市民スタッフ報償費 12 市民スタッフ報償費 12
　　　　賃金（交通費） 242 蔵書システム保守委託 130 130
学校司書賃金（中４校） 972 蔵書システム試行使用料 69 6
　　　　賃金（交通費） 40 ＊ 学校図書館システム導入委託（明許） 32,236 0 学校図書館システム保守委託

実施内容 旅費　 60 学校図書館の振興に向けた調査研究
需用費 76 委託事業（文科省・単年度）

(8)施行事項
費　　用 市民スタッフ謝金 12 学校図書館活用推進事業企画運営委員会 28 28

蔵書システム委託料 129 消耗品 72 72
蔵書システム使用料 17
最低賃金改定分　
３，８９２ｈ×３０円 117

予算(決算)額 合　　計 8,634 合　　計 41,017 8,431 合　　計 8,482 合　　計 8,482
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,634 41,017 8,431 8,482 8,482

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.37 0.37 0.31 0.31
正職員人件費 2,640 3,219 3,219 2,697 2,697

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 8,283 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,274 44,236 11,650 11,179 11,179
(11)単位費用

2,818.5千円／回 7,372.67千円／校 896.15
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

生涯にわたって，課題を自ら解決し，自立した生活を送るためには，書籍を活用し学び続けることが不可欠である。新学 ○①事前確認での想定どおり
習指導要領では，「学校図書館を計画的に利用しその機能の充実を図り，児童の主体的・対話的で深い学びの実現に向け ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ た授業改善に生かすとともに，児童の自主的，自発的な学習活動や読書活動を充実させること」と示されている。学校図 ○要
   背景は？(事業の必要性) 書館の現状を鑑みると，読書センター，学習センターと情報センター全ての機能の充実を早急に図る必要がある。情報活 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

用能力の育成に寄与するためには，学校図書館が資料の検索機能を持つことは不可欠である。また，平成26年の学校図書 休校及び感染症対策として、休館をせざるを得ない時期があった。その後、感染症対策としての方法が確立するとともに
館法改正に伴い，「学校司書」が明文化され，学校司書に「教育指導への支援」に関する職務が新たに求められた。学校 、活用が増えた。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校図書館の蔵書管理システム導入に向け、プロポーザルの

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 公示を行った。市内全校に共通のシステムを導入する見込み
□その他 　促進された が立った。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ●要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 次年度はプロポーザルを実施し、業者の選定とともに、システムの導入を進める。システムの導入により、市内全小中学
実現が図られる 校の蔵書検索が可能となり、各校の蔵書を共有財産として活用していくことが可能となる。さらに、制度や規則を定めて

□その他 いくことが必要である。

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 総合教育委員会議で委員からの意見を求めている。 学校図書館の整備にボランティアが参加した。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 学校図書館の整備にボランティアが参画している。 市内全小中学校を対象とした。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 市民参加型の学校図書資料の収集を行っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 市民が参加し，その地域の特色を出している。 ●要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 全市内小中学校を対象としている。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他 休館期間の後、図書館整備を進め、感染症対策を徹底し、図

書の活用を推進した。システム導入に向けての図書の分類も
＜その他の内容＞ 進めた。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 図書の流通により，複本の購入を避け，廃棄本の減少につな 地域書籍コーナーを設けている。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している げる。 リサイクル本を学級文庫として活用した。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している ふるさと手賀沼等の地域の本のコーナーを設けている。 市民図書館からの団体貸出を活用した。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している リサイクル本を作り，廃棄を避けリユースを進めている。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(校) 目標値(b)(校) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(校) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

小学校では、全校で、学校司書による図書室利用のガイダンスや、読み聞かせ、
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 13 216.67

貸し出しの支援がなされた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 44,236 △32,962 11,650 26.34
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

プロポーザルの実施が遅れ、次年度に繰り越すこととなった。

△292.37

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 システムのプロポーザル実施が遅れ、事業の開始も遅れ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ●要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 た。システム決定を受け、活用も含めて再度検討する事

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.01 項が現れると想定している。

校 10万円 0.11 1,100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
学校図書館の相所管理システムの導入に向けて、プロポーザルの公示を行った。休館期間があったが、その後、学校図書館や図書の活用は、市
内全小中学校で行われた。今後は、システムの導入とともに、活用に向けて、事業を展開して

様

いく。システムによっ

式

ては、1人１台端末で

第

の図
書検索も可能とな

３

る。個人情報保護につ

号

いて検討し、学校のI

事

CT環境の整備に合わ

務

せ、１人１台端末での

事

図書検索についても検

業

討する必要があ
る。

評価表（令和 2年度）

事業コード 2223 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 確かな学力の育成 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 学校図書館活用の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.37 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,900 千円 (うち人件費 3,219 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 44,236 千円 (うち人件費 3,219 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52102 重点なし ○有 ●無 (計画名) ・教育振興基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの確かな学力を育成するため、少人数指導などの個に応じたきめ細かな指導を実施し、基礎


